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 「リース会計に関する論点の整理」に関するコメント  

 

 

１.  リース会計基準改定の必要性とＡＳＢＪがコンバージェンスを進めるとした場合の

対象となる財務諸表 

 

リース会計基準については 2007 年 3 月に改訂され、2008 年 4 月に適用されたばか

りであります。この間、弊社においては、変更に伴うシステム人員等の増加を余儀な

くされ、加えて、これにかかる作業負担ならびにシステム変更にかかるコスト負担も

増大いたしました。この上、短期間で再び改訂を行うとなると、更なる人員ならびに

コスト負担が予想され、企業経営への影響も小さくありません。 

しかるに連結財務諸表のＩＦＲＳ強制適用がなされた場合、現行リース会計基準の

改訂について、企業への配慮・慎重な対応を望みます。 

 

２. （質問１）借り手の会計モデル 

 

使用権モデルを採用すること自体に反対ではありませんが、実態に即した基準を設

けて採用していくことが望ましいと考えます。例えば、解約不能期間のないリース取

引ならびに不動産賃貸借取引等については、使用権モデルの適用に違和感があり、そ

の実態からも、賃貸借取引が適切であると考えます。 

 

（質問２）貸し手の会計モデル ･･･ コメントなし 

 

（質問３）短期間のリースの取扱い 

 

大規模資産のみならず、車両をはじめとした小口リース・短期リース取引等、重要

性の乏しいリースについても適用してしまうと、会計処理に係る事務作業負担・シス

テム費用増加に繋がり、資産管理事務のアウトソーシングの意味が薄れることとなり

ます。 

 

（質問４）リース期間にかかる更新オプションの取扱い 

 

更新オプションの行使可能性や発生が不確定な将来事象を踏まえたリース料を見積

もったりするため、特に長期リースの場合、信頼性が確保できるかどうか疑問です。

また場合によっては、資産・負債の過大計上につながる懸念もあります。また、倉庫

等不動産の長期賃貸物件についても、同様に将来起こりうる発生確率を見積もること

は困難であり、慎重な対応を求めます。 

以 上  


